
第　12　期

（単位：百万円）

5,818

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 3,876

現 金 預 け 金 2,784,095

有 価 証 券 1,010,554

貸 出 金 1,537,858

外 国 為 替 3,574

そ の 他 資 産 41,868

そ の 他 の 資 産 41,868

有 形 固 定 資 産

利 益 剰 余 金 37,696

そ の 他 利 益 剰 余 金 37,696

繰 越 利 益 剰 余 金 37,696

資 本 金 50,000

資 本 剰 余 金 50,000

資 本 準 備 金 50,000

63

繰 延 税 金 負 債 667

支 払 承 諾 2,871

25,362

賞 与 引 当 金 102

役 員 賞 与 引 当 金 38

7

そ の 他 負 債 26,191

未 払 法 人 税 等 828

2021年12月24日

中 間 決 算 公 告

金 額 科 目 金 額科 目

中間貸借対照表　（2021年9月30日現在）

東京都千代田区丸の内一丁目9番1号
株 式 会 社 大 和 ネ ク ス ト 銀 行
代 表 取 締 役 社 長 夏 目 景 輔

137,696

負 債 の 部 合 計 5,245,531

（純資産の部）

預 金 4,278,734

譲 渡 性 預 金 20,000

売 現 先 勘 定 9,695

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 294,160

借 用 金 613,000

（負債の部）（資産の部）

外 国 為 替

そ の 他 の 負 債

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

4

無 形 固 定 資 産 4,358

支 払 承 諾 見 返 2,871

貸 倒 引 当 金 △ 15

資 産 の 部 合 計

純 資 産 の 部 合 計

株 主 資 本 合 計

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

その他有価証券評価差額金

5,385,170

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 1,941

5,385,170

139,638
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（単位：百万円）

（ ）

（ ）

（ ）

法 人 税 等 調 整 額 △ 11

そ の 他 業 務 費 用 481

営 業 経 費 3,836

そ の 他 経 常 費 用 873

資 金 調 達 費 用 3,037

（ う ち 預 金 利 息 ） 2,877

役 務 取 引 等 費 用 2,949

役 務 取 引 等 収 益 50

そ の 他 業 務 収 益 4,627

そ の 他 経 常 収 益 100

資 金 運 用 収 益 8,552

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） 2,167

（ う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ） 5,219

中 間 純 利 益

科 目

13,330

中間損益計算書
2021年　4月  1日から

2021年　9月 30日まで

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

税 引 前 中 間 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 合 計

11,177

1,470

金 額

693

682

2,152

2,152
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　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針
1. 有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券の評価は、その他有価証券については時価法(売却原価は主として移動平均法により
算定)、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）により行ってお
ります。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

2. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

3. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産
　有形固定資産は、定額法を採用しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。
　器具備品 4年～18年
(2) 無形固定資産
　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについて
は、当社における利用可能期間(5年)に基づいて償却しております。

4. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建資産・負債は、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。

5. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金
　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指
針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第4号 2020年10月8日）に規定する正常
先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、予想損失率等に基づき計上してお
ります。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署及び審査所管部署が資産査定
を実施しております。
(2) 賞与引当金

賞与引当金は、出向従業員に対する賞与の支払いに備えるため、所定の計算基準による支払
見積額の当中間期負担分を計上しております。
(3) 役員賞与引当金

役員賞与引当金は、役員に対する賞与の支払いに備えるため、所定の計算基準による支払見
積額の当中間期負担分を計上しております。
(4) 役員退職慰労引当金

役員退職慰労引当金は、役員に対する退職慰労金の支払いに備えるため、当社の取締役退職
慰労金規程等に基づく当中間期末要支給額を計上しております。

6. ヘッジ会計の方法
(1) 金利リスク・ヘッジ

金融資産から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「金融商品会計に関する実務
指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第14号 2019年7月4日）及び「銀行業におけ
る金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委
員会実務指針第24号 2020年10月8日。以下、「業種別委員会実務指針第24号」という。）に規
定する繰延ヘッジによっております。その他有価証券に区分している固定金利の債券の相場変
動を相殺するヘッジにおいては個別にヘッジ対象を識別し、金利スワップ取引をヘッジ手段と
して指定しております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジのう
ちヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件がほぼ同一となるようなヘッジ指定を行ってい
るものは、高い有効性があるとみなしており、これをもって有効性の判定に代えております。
それ以外のものについてはヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し両者の変動額を
基礎にして判定しております。固定金利の貸出金の相場変動を相殺するヘッジにおいては業種
別委員会実務指針第24号に基づき一定の残存期間毎にグルーピングのうえ特定し有効性を評価
しております。
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(2)為替変動リスク・ヘッジ
外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業に

おける外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業
種別委員会実務指針第25号 2020年10月8日。以下、「業種別委員会実務指針第25号」とい
う。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建
金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取
引をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジ
ション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。

7．消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

8 連結納税制度の適用
当社は、株式会社大和証券グループ本社を連結納税親会社とする連結納税制度を適用してお

ります。

会計方針の変更

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号  2020年3月31日）等を当第1四半期会
計期間から適用しております。これによる中間財務諸表に与える影響はありません。

追加情報
　当社は「所得税法等の一部を改正する法律」（令和2年法律第8号）において創設されたグ
ループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行
われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適
用に関する取扱い」（実務対応報告第39号  2020年3月31日）第3項の取扱いにより、「税効果
会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号  2018年2月16日）第44項の定
めを適用せず、繰延税金資産および繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づい
ております。

注記事項
（中間貸借対照表関係）

1. 担保に供している資産は次のとおりであります。
　担保に供している資産
　　有価証券                     　     374,268百万円
    貸出金　　　　　　　　　　　　　    906,245百万円
　担保資産に対応する債務
    売現先勘定　 　　　　　　　　　　　　 9,695百万円
　　債券貸借取引受入担保金              294,160百万円
　　借用金　　　　　　　　 　　　　     613,000百万円
その他の資産には、金融商品等差入担保金29,292百万円、保証金156百万円が含まれておりま
す。

2. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を
受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付
けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、14,262百万円であ
ります。このうち契約残存期間が1年以内のものが14,262百万円あります。

なお、これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由がある
ときは、当社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨
の条項が付けられております。また、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客
の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

3. 有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　     9百万円

（中間損益計算書関係）
該当ありません。
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（金融商品関係）
金融商品の時価等及び時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額、レベルごとの時価は、次のとおりであります。
　なお、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（以下、「時価算定適
用指針」という。）第26項に従い経過措置を適用した投資信託は、次表には含めておりません。
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレ
ベルに分類しております。
レベル1の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル2の時価：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した
               時価
レベル3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価をもって中間貸借対照表計上額とする金融資産および金融負債

（*1）時価算定適用指針第26項に従い、経過措置を適用した投資信託は本計数の残高には含めておりま
     せん。中間貸借対照表における当該投資信託の金額は金融資産139,103百万円となります。
（*2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務を純額で表示しており、合計で正味の債務と
     なる項目については、（ ）で表示しております。
（*3）当社は、一部の有価証券等にかかる金利変動リスク及び為替変動リスクを回避するために、金利
     スワップ及び通貨スワップ等のデリバティブ取引を用いてヘッジを行っており、主に、繰延ヘッ
     ジを適用しております。なお、これらのヘッジ関係に、「LIBORを参照する金融商品に関するヘッ
     ジ会計の取り扱い」（実務対応報告第40号　2020年9月29日）を適用しております。デリバティブ
     取引のうち、ヘッジ会計を適用している取引の中間貸借対照表計上額は(13,099）百万円となりま
     す。

（2）時価をもって中間貸借対照表計上額としない金融資産および金融負債

（*1）貸出金に対応する一般貸倒引当金を控除しております。

なお、「現金預け金」「譲渡性預金」「売現先勘定」「債券貸借取引受入担保金」は、現金であること、
または短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似するものであることから、記載を省略しておりま
す。

（単位:百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計
有価証券 299,557 411,723 - 711,280

その他有価証券（*1） 299,557 411,723 - 711,280
国債・地方債 206,295 14,334 - 220,630
社債 - 183,779 - 183,779
外国債券 93,261 213,609 - 306,870

299,557 411,723 - 711,280
デリバティブ取引（*2）（*3） - (13,484) - (13,484)

通貨関連 - (3,570) - (3,570)
金利関連 - (9,913) - (9,913)

- (13,484) - (13,484)

区分
時価

資産計

デリバティブ取引計

（単位:百万円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計
有価証券 - 161,054 - 161,054 160,170 883

満期保有目的の債券 - 161,054 - 161,054 160,170 883
社債 - 161,054 - 161,054 160,170 883

貸出金（*1） - - 1,537,995 1,537,995 1,537,848 146
- 161,054 1,537,995 1,699,049 1,698,019 1,030

預金 - 4,278,339 - 4,278,339 4,278,734 △ 395
借用金 - 613,000 - 613,000 613,000 -

- 4,891,339 - 4,891,339 4,891,734 △ 395

差額区分
時価

資産計

負債計

中間貸借対照表計上額
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（注1）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
（1）有価証券
　債券は、取引金融機関等から提示された価格によっております。このうち、国債等は、活発な市場に
おける無調整の相場価格を利用できることから、レベル1の時価に分類しております。また、地方債及
び社債並びに住宅ローン担保証券等は、公表された相場価格を用いていたとしても市場での取引頻度が
低く、活発な市場における相場価格とは認められないことから、レベル2の時価に分類しております。
投資信託は、公表されている基準価額または取引金融機関から提示された基準価額によっております
が、時価算定適用指針第26項に従い経過措置を適用し、レベルを付しておりません。

（2）デリバティブ取引
　デリバティブ取引は、金利関連取引、及び通貨関連取引であり、観察可能なインプットを用いて割引
現在価値等により時価を算定していることから、レベル2の時価に分類しております。

（3）貸出金
　貸出金については、貸出金の種類、期間等に基づき、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合
に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。また、変動金利によるものは、短期間で市場
金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似し
ていることから、当該帳簿価額を時価としております。ただし、一部の資産流動化ローンについては、
第三者から入手した時価を使用しております。貸出金については、主としてレベル3の時価に分類して
おります。

（4）預金
　預金のうち、要求払預金については、中間決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみ
なしております。また、定期預金の時価は、将来のキャッシュ・フローを見積もり、一定の割引率で割
り引いて時価を算定しております。割引率は当社の信用スプレッドを加味したイールドカーブから算定
しており、算定された時価はレベル2の時価に分類しております。

（5）借用金
　借用金は、将来のキャッシュ・フローを見積もり、同様の借入において想定される利率で割り引いて
時価を算定していることから、レベル2の時価に分類しております。

（注2）時価をもって中間貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債の内レベル3の時価に関する情報
　（ⅰ）期首残高から中間期末残高への調整表、当中間会計期間の損益に認識した評価損益
　      該当ありません。
　（ⅱ）レベル3の時価についての評価プロセスの説明
　      該当ありません。
　（ⅲ）重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明
　      該当ありません。

（有価証券関係）
1. 満期保有目的の債券（2021年9月30日現在）

2. 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（2021年9月30日現在）
　該当ありません。

合計 160,170 161,054 883

小計 13,163 13,056 △ 106

時価が中間貸借対照表

計上額を超えないもの

社債 13,163 13,056 △ 106

小計 147,007 147,997 990

990時価が中間貸借対照表

計上額を超えるもの

社債 147,007 147,997

（単位：百万円）

種類
中間貸借対照表

計上額
時価 差額
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3. その他有価証券（2021年9月30日現在）

（金銭の信託関係）

該当ありません。

（収益認識関係）
重要性が乏しいため注記を省略しております。

（税効果会計関係）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。

（持分法損益等）
該当ありません。

（賃貸等不動産関係）
該当ありません。

（1株当たり情報）
１株当たりの純資産額　　　　　　　　　　　　13,963,843円19銭
１株当たりの中間純利益金額　　　　  　　　  　 147,035円72銭

6,792

5,735

295,887 283,358その他

地方債

外国債券 221,010

△ 48

45,002

80,722 80,770

111,039 114,645

2,398 2,400

△ 4,891

△ 8,548

8,386

（単位：百万円）

差額

4,405

2,708

1,690

12,528

16,934

△ 3,656

-

6

△ 3,606

△ 1

850,384 841,997

その他 150,086 154,978

小計 389,249 397,797

合計

中間貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

国債

地方債

短期社債

社債

45,002

種類
中間貸借対照表

計上額
取得原価

58,054 56,363

債券 165,247 160,841

95,256 92,547

11,936 11,930

国債

社債中間貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

△ 2,747

64,225 66,370 △ 2,144

外国債券

その他

74,877

214,217

その他

85,860 88,608

小計 461,134 444,200

債券 239,162 242,819

69,141

115

66

31

1,710

55

1,979

△ 59

1,920

2,567

19

2,587

667 百万円

未払事業税

繰延税金資産

控除対象外消費税

繰延税金負債合計

百万円

繰延税金負債の純額

賞与引当金

その他

繰延税金資産小計

繰延ヘッジ損益

評価性引当額

繰延税金資産合計

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金

その他
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（重要な後発事象）
該当ありません。

（単体自己資本比率（国内基準））
銀行法施行規則第19条の2第1項第3号ロ（10）に規定する単体自己資本比率（国内基準）は、42.93％であ
ります。
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